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杉田米行 (大阪外国語大学)
情報革命がアメリカの医療制度に与える影響に関する一考察
クリントン政権の重要課題として情報革命の推進と医療制度の抜本的改革をあげることができる。歴史的に考察すると、米国をはじめ世界的にも１９７０年代頃から「第三の波」と呼ばれる大きな社会的変化が見られる。その中心的な担い手が情報通信技術の発達と考えられる。また、米国の医療制度に関しては、国民健康保険制度の欠如と市場原理の働きによって、国民が十分な医療サービスを受けることができない上に医療費が高騰するという大きな問題がある。第二次世界大戦以後、急激なテクノロジーの発達によって医療サービス供給側の専門化・細分化が進み、供給側と需要側(患者)の間の知識ギャップは益々深まっていった。医療サービスの情報をほぼ占有していることを背景に、医療サービス供給側は、医師と患者の間の「神聖なる関係」に国家が介入すべきではないと主張してきた。この発表では情報革命の推進がアメリカの医療制度にどのような影響を与えるかを考察したい。
以下の点を中心に考察したい。
1. 情報革命は本当に「革命」なのか？
2. 情報革命はアメリカの国民健康保険制度の構築に役立つのか？
　
これらの問題に対して次のような仮説を検討したい。
Ａ． 確かに情報革命は社会、経済、政治に大きな変化をもたらしているが、国民の信条や国民性といった面をも変化させているかどうかは疑問である。
Ｂ． クリントン政権が推し進めた情報化社会の進展が皮肉にも医療制度の抜本的改革を頓挫させたのではないか。
